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2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 211 号 (2026 年 11 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 211 号 

経済社会強靭化のため、「技術の事業化と技術者の育成を如何にすべきか」を議論している。  
世界知的所有権機関(WIPO)が 9 月 29 日、Global Innovation Index (GII)を公表した。これに依れば、日本は昨年に引き続き世界第 12 位だ。

また世界の 10 大 innovation clusters では、「東京=横浜」が昨年首位の「深圳=香港=広東」を抜いて首位となり、「大阪=神戸=京都」も第 7 位
に入った。だが、関東と関西の innovation clusters には問題が山積している。PDF 版の図 2 が示す通り、世界シェアに関し関東は特許出願
件数で 10.1%、発表資料で 1.3%、venture capital 取引額で 2.2%である。即ち特許件数は多いものの、先端技術の発表資料で北京の 4.2%に
遥かに及ばず、VC(venture capital)活動では米国西岸地区の 6.9%にまったく及ばない。関西も特許では立派な 2.8%だが、資料では 0.6%、
VC では 0.2%と悲しいぐらいシェアが低い。即ち優れた特許を抱えていても、それにふさわしい論文も経済活動も世界から見れば寂しい
状況だ—換言すれば日本の ecosystem がうまく“機能していない”のだ(昨年の小誌第 10 月(第 198)号及び今月号 PDF 版の図 1、2 参照)。 
こうした中、経済社会の強靭化のため、技術活用の「仕組み(制度・組織)」をいかに再編すべきか、また若人を優れた科学技術者として

いかに育成すべきかという点に関して、日本の優れた人々と議論している。そうした活動の一環として、11 月 13 日、幣研究所(CIGS)は、
大阪大学産業科学研究所(産研)と共催で「新産業立国へ — 世界とつながる産学融合拠点」と題したイベントを開催する。大阪大学の優れた
専門家と共に「日本の優れた科学技術を、いかなる方法で新産業創出や国際競争力強化につなげていくか」に関して議論する予定だ。 

 

AI の開発・利用・事業化のための ecosystem に関する議論が続いている。 
米国 think tank (CEIP)の Singapore 支部の研究者が 9 月 23 日に公表した資料を巡って友人達と議論した。資料は first-tier AI talent の国際

移動に関する分析である(“Who’s Ahead in the Global AI Talent Race?” PDF 版 2 の表 1~3 参照)。これに依れば、人材育成・活用に関し、米中両国
が圧倒的地位を築いている事が理解出来る。国際移動に関し、米国やシンガポールに優秀な人材が流入し、中国やインドから人材が流出
しているのだ。また資料は 2022 年と 2025 年における優秀な AI 人材が所属する組織別のランキングを示している。これに依ると 2022 年
から 2025 年の間におけるアジアの研究組織の躍進が著しく、中国(北京大学、清華大学等)、韓国(KAIST 等)、シンガポール(NUS 等)の組織
がリストに名を連ねている。残念だが、日本の組織名が見当たらない。人材育成と組織体制改変に関し、関係者の努力に期待したい。 
これに関しGoogle の元CEO であるエリック・シュミット氏は、10 月 21 日の podcast(“In Good Company”)の interview で、AI 開発を巡り、

中国が間もなく米国を追い越す事を警告している(“In the Battle for AI Supremacy, China Is Only Six Months behind the U.S. — Which Means It’s 
Winning”; “中国在AI 竞赛中落后美国半年，为何这已是胜势”、22 日のWall Street Journal 紙を参照)。  

こうした中、AI 開発・活用に関して、前述した ecosystem の重要性について友人達と議論している。例えば米 think tank (RAND)
は、10 月 5 日に発表した論文の中で、hardware、software、AI models そして standards といった広義の ecosystem が重要だと述べた
(“The Emerging Digital Battleground: The Critical Factors That Produce Advantage in the U.S.-China Competition for Digital Networks”、PDF 版 2 参照)。
また RAND Europe は、英国とオランダの ecosystem に関した報告書を発表し、また Oxford 大学の China Policy Lab (OCPL)は、中国
の ecosystem に関した報告書を発表している(PDF 版の 2 参照)。 

 

Robotics についても、開発・利用・事業化のための ecosystem に関する議論が続く。 
国際ロボット連盟(IFR)が 9 月末、2026 年版の“World Robotics”を公表した。24 日発表の産業ロボット分野では、中国のロボット設置台数

が昨年比で 20%増加し、世界全体の設置台数の 59%を占めた事、そして日本の設置台数が昨年比 19%減少し、台数では米国に世界 2 位の
地位を譲り、3 位となった事が注目される。30 日発表のサービス・ロボット分野では、設置台数が昨年比で 24%増加した事が報告された。
機種別では、無人搬送用(AGR)や自律走行搬送用(AMR)の運搬ロボットが昨年の設置台数の 47%を占め、第 2 位は飲食物の配膳ロボット
や受付・案内ロボット等のホスピタリティ・ロボットで、設置台数 22%のシェア、第 3 位は工場・事務所用清掃ロボットで 18%だった。
IFR は、service robots の将来に関し、省力化という社会からの要請を受けて、広範な分野で普及が進展するという見解を示した。同時に、
(a)人とロボットとの近接協働作業増加を起因とする安全基準の必要性と設定の難しさ、(b)学習・動作に必要不可欠なデータの集積に加え、
性能維持に必要な費用、(c)活用分野が広範なために、大量生産よりも少量多品種となる事、以上 3 点が今後の課題として述べている。  

10 月 12~16 日に上海で開催された中国国際工業博覧会(CIIF)に関して、筆者自身は残念ながら参加出来なかったが、多くの友人達から
届いた情報に基づき簡潔に報告する。今年の特徴として、humanoid robots が昨年と異なり、「“歌い踊る(会唱会跳)”—から“活用する(会干活)”」
に転じた事が指摘されている。そして“大手 4 社(四大家族—发那科(FANUC)、ABB、安川、库卡(KUKA))”や“新興 4 社(四小龙—新时达、柴孚、
新松、节卡)”が興味深い展示をした。開幕時、中国工程院(CAE)の王坚氏は、上述した robots の学習・動作に必要な data の問題を指摘し、
「data が依然として個別に秘匿されている(数据还锁在每个人的抽屉里)」、即ち“分断的 data 保存(siloed data)”問題を語った。他方、Unitree(宇树)
の王兴兴氏は、各企業が data を秘匿する必然性に触れた。また清華大・Stanford 大出身で Hesai Technology(禾赛科技)の向少卿氏は、3 種類
の data(数据)—“人の作業(人类操作)”、 “simulation(仿真)”、“フィジカルな動作(真机运行)”—が不可欠である事を述べた。また、課題山積の
humanoid robots は、「業界の内外で少し食傷気味(行业内外的人早已疲惫)」の状況にある事も会場で感じられたという。これに関し IFR は、
humanoid robots の発展には、動作の機敏性や頑強性、経済的効率性、そして国際標準化された安全基準が不可欠であると記している。  
広範な分野で“human-robot interaction (HRI)”が拡大し、“協調安全(collective safety)”の標準化に関する意見交換が盛んに行われている。米国

think tank (SCSP)は、国際基準を巡る中国の動きに関する報告書を 9 月に公表した(“The Standards Road to Shanghai”、小誌前号 PDF 版の 2 参照)。
他方、中国国家標準化管理委員会は、①9 月 14 日、“AI Safety Governance Framework 3.0(«人工智能安全治理框架 3.0»)”を公表し、②10 月 16 日、
国際標準化機構(ISO)・国際電気標準会議(IEC)の専門委員会(SC27: Information security, cybersecurity and privacy protection)に関する中国の活動を
公表した。こうした海外情勢に関し、我々は決して座視してはならない。綿密なる情報収集と行動を積極的に起こす時を迎えているのだ。 
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あらし山 / ふもとの寺の / かねの音に / 暮るる紅葉の /  
かげぞさびしき。                                   (樋口一葉) 

Mt. Arashi / at the foot of the Mountain / The bell’s sound of a Temple / In the gathering twilight /  
Lonely shadows of the crimson maple leaves.                      (Ichiyo HIGUCHI, a Japanese writer)  
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中間選挙を直前に控えた米国政治から目を離す事が出来ない。  
11 月の米国中間選挙に関する情報を毎日調べている。だが、選挙結果を正確に的中させる事は至難の業だから、選挙後の小誌来月号で

論じる事にする。周知の通り、トランプ大統領の行動は誰にも予想出来ない。こうした中、筆者は米国政治経済の専門家達の見解に加え、
連邦議会と財界の反応に注目している。これに関して、優れた journalist のトーマス・エドサル氏が 10 月 20 日、New York Times 紙に掲載
した寄稿論文が簡潔で素晴らしい(“Trump Can No Longer Mask His Real Agenda”)。同氏は、元大統領経済諮問委員会(CEA)委員長でHarvard の
ジェイソン・ファーマン教授、UC Berkeley のエマニュエル・サエズ教授、Yale のジェイコブ・ハッカー教授等専門家の見解を引用して、
大統領の政策(特にOne Big Beautiful Bill Act (OBBA))が逆進課税的に作用し、貧富の格差が拡大したために社会的混乱を一段と悪化させたと
述べている(これに関しWall Street Journal 紙の 9 月 19 日付記事“The Gap between the Rich and the Very, Very Rich Getting Wider”も参照されたい)。  
以前、筆者が在籍していた Harvard Kennedy School (HKS)のCenter for Business and Government (CBG)に、元カナダ副首相のクリスティア・

フリーランド氏が今年 1 月から加入した。彼女は 10 月 16 日、Financial Times 紙上に小論を載せた—米財界は、大統領との対立を恐れて、
今は発言を控えている。だが、“現在の plutopopulism(金権的大衆迎合主義)”に不安を抱いているとの事(“US Business Leaders Are Waking Up to the 
Perils of Plutopopulism”、PDF 版 2 を参照)。そして筆者は今、彼女の新刊書到着を待っている(Unreliable Boyfriend: An Insider's View of Dealing with 
a Chaotic Superpower, Plutocrats, and Other Complicated People, October 2026)。米国制度に詳しくない筆者だが、大統領の plutocratic 或いは
kleptocratic な資産運用行為に対し、政府倫理法(EIGA)や政府倫理局(OGE)、更には司法省や FBI を含んだ制度改革の必要性を感じている。 
もう一つ米財界の意見で気になるのは、Wall Street Journal 紙の 10 月 13 日と 18 日の社説だ(“NATO’s Message to Putin? ‘We Will Fight’: Gen. 

Alexus Grynkewich Sends a Strong Deterrent Message, but Does Mr. Trump Agree?”及び“To Russia with Love, Signed Donald: Trump Waives Sanctions and Tariffs 
under the Lindsey Graham Law”)。特に後者は映画“007 Series”のFrom Russia with Love を思い出させてくれたので笑ってしまった。 

 

欧州からの政治経済情報も不安材料に満ちている。 
英 The Economist 誌の 10 月 8 日付記事に面白い表現を発見した—「明日出来る事は今日しない主義」に陥っている欧州の指導者による一種

のリレー走(a sort of relay race of political mañana-ism)、(“Europe’s Lame-Duck Year Could Hardly Come at a Worse Time: Elections Will Sap What Little Resolve 
Europe Has to Make Tough Decisions”、PDF 版 2 参照)。欧州全体の結束のためには、各国の政治家達は譲歩をする必要がある。だが、選挙前の
ためにそれが出来ず、能力と意志のギャップが生まれている事を同誌が指摘した。かくしてロシアの脅威と対ウクライナ支援、全地球的
な地政学的対応、更には低成長という困難な状態を、結束力を欠いたまま、欧州諸国は経験する事になると同誌は予想している。  
筆者は友人達に、「政治経済的に優れた提言書を提出しても、今は指導者の実行意志が弱いから、「馬の耳に念仏(fall on deaf years; auf taube Ohren; 

tomber dans l'oreille d'un sourd)となる」と告げ、また「ナチの政権掌握を阻止するため、トーマス・マン先生は 1930 年 10 月に講演(“理性に訴える 
(Ein Appell an die Vernunft)”)を行い、アルベルト・アインシュタイン先生も 1932 年 6 月に“緊急請願書(Der Dringende Appell)”を公表したが、効果が
無かった。生活に苦しむ庶民にとり、支離滅裂でも“よどみ無く流れ、力強い”Hitler の演説の方が魅力的なのだ」と語った。ドイツの友人からは、
「Humor 好きの君にDer Spiegel 誌が褒めた本を薦める」との連絡が届いた。その本とは今年 8 月の新刊書(Make Nazis Afraid Again: Wie man Rechte 
im Internet mit Humor und Fakten fertigmacht und nebenbei die Demokratie verteidig; 仮訳『再びナチスを怯えさせよ: ユーモアとファクトを武器に右翼を
ネット上で破り、民主主義を守る』)。彼の助言に対し筆者は、ニーチェ先生の言葉—「信念は真理に対して嘘よりも危険な敵だ(Überzeugungen 
sind gefährlichere Feinde der Wahrheit als Lügen)」—に触れ、「我々の“humor と fact”に比べ、彼等の“理性・根拠なき信念”は無敵だ」と語った次第だ。
いずれにしろ、政治的困難に直面している独仏の友人達とは、12 月に直接面談し、意見交換する事を楽しみにしている。  
独仏両国経済も心配だ。10 月 15 日、仏 Le Monde 紙は、仏独両国が自動車産業の«Made in Europe»に関し合意した事を伝えた(«La France 

et l’Allemagne s’accordent sur l’avenir d’une industrie automobile ‹made in Europe›»、PDF 版 2 参照)。中国の安価なEV 流入に対する対策であるが、
これに関し多くの人々が疑念を表明している。例えば翌 16 日の独Frankfurter Allgemeine Zeitung(FAZ)紙は、自由貿易を放棄し保護主義に
走る事を非難し、単に“Made in Germany”に執着する事は効果が乏しく、非効率的だと論じた(„Handel mit China: Deutschland ist ganz schön 
scheinheilig“及び„Spielebranche unter Druck: ‚Made in Germany geht einfach nicht mehr‘“、PDF 版 2 参照)。同日、独 think tank(IfW Keil)のモリッツ・
シュラリック所長も global supply chains を活用した“新たな製造業”を目指すべきという小論を発表した(„Nicht ‚Made in Europe‘, sondern ‚Made 
with Europe‘“ (英文も公表: “Forget ‘Made in Europe.’ Think ‘Made with Europe’”)、PDF 版 2 参照)。  

FAZ 紙にもう一つ面白い小論を見つけた。10 月 5 日掲載のハロルド・ジェイムズ Princeton 大学教授によるドイツ産業を巡る小論だ
(„Zukunft der Industrie: So ein Problem hatte Deutschland schon lange nicht mehr“; 仮訳: 「ドイツ産業の未来: 久方ぶりの深刻な問題」、PDF 版 2 参照)。
教授は、独機械工業連盟(VDMA)会長が 2024 年、“中国はもはや(我々にとり)市場ではない(China existiert als Absatzmarkt nicht mehr)”と語った事
に触れ、またハンガリーの国家経済大臣が 2025 年、中国企業 BYD のハンガリー工場建設時、「これでドイツは驚愕する」と発言した事に
触れた。こうした発言は、独経済が 1970 年代の米国経済危機以来、最も深刻な問題に直面している事を示す証拠だと教授は語った。教授
は更に時代を遡り、第二次世界大戦時の米独間の生産体制比較を行い、優れた技術者による多品種少量の優れた独型生産体制と、未熟練
労働者でも従事可能な標準化された米型大量生産体制との対照性を示した。その一例としてドイツ空軍のジェット戦闘機(Me262)を挙げ、
同機の生産機数は僅か 1,430 機で、しかも実戦配備されたのは 200 機程。他方、米陸軍の双発攻撃機(Douglas A-20 Havo)は 7,487 機と大量
生産された。即ち緻密で洗練化され逐次的改良を得意とする独型生産方式に対して、臨機応変であるため飛躍的な変革が可能な米型生産
方式を比較したのだ。そしてドイツ製造業が中国製造業に対抗するためには、従来の考え方を棄てて、AI を援用した生産体制の飛躍的な
変革を図るよう提言している。残念な事に、ドイツ語ではあったが、筆者はこの教授の正確で詳細な説明に魅了されて一気に読了した。  
こうしてドイツ産業は、中国産業の台頭により構造転換に迫られている。これに関し中国問題専門の think tank (MERICS)は 10 月 22 日、

報告書を公表した(MERICS China Essentials、PDF 版 2 参照)。冒頭、同書は「厳しさを増すEU の対中貿易姿勢(Härtere Linie der EU im Handelskonflikt 
mit China)」と記している。そして中国の“武器化した”輸出管理政策に関して、“中国側の輸出額(Export wert für China)”と“輸入国側への影響
(Auswirkungen auf Importland)”をX 軸とY 軸で示して、中国からの輸入品目別に見た影響度と輸入規模を一目で理解可能な図を掲載した。
この図を見ると、輸入金額として少額だが、レアアース(Sttene Erden)が輸入国の製造業に与える影響が大きい事が容易に理解出来る。 
こうした中、Morgan Stanley が中国の新生産方式に関する報告書を 9 月 25 日に公表した(“China’s Industrial Era”、PDF 版 2 参照)。中国調査

部門長の衷晟氏は、中国製造業が「“Made in China”から“Made by China”(从“中国制造”到“中国创造”)」を念頭に、“世界の工場(the world’s factory)”
から“世界の産業OS(the world’s industrial operating system)”へと姿を変えようとしていると語った。この中国産業の変革及びドイツ産業の苦悶
を、我々日本は傍観する立場にない事を銘記すべきであろう。  

 

上述の海外情勢を勘案すれば、情報収集の制限下であっても、“親中”でなくとも“知中”であるべきだ。 
10 月 12 日、Washington, D.C.の think tank (CEIP)の中国専門家が、中国のロボット産業に関する小論を公表した(“Chinese Robots Could Decide 

the AI Race: How Beijing’s Bet on Hardware Could Leave Washington Behind,” Foreign Affairs、PDF 版 2 参照)。“Embodied AI(具身智能)”の開発を通じて、
“AI-powered robot industry(人工智能驱动机器产业)”育成を企図する中国の姿を記している。これを読んだ筆者は、日米中欧亜の友人達と情報
交換し正確な中国の実態を探究しなければ、日本の戦略は“的外れ”になると感じた次第だ。こうした考えに基づき、先月議論した本を、
紙面の制約から、著者・書名のみを記す—①ダニエル・ベル香港大學教授: Why Ancient Chinese Political Thought Matters (Apr. 2026)、②徐國琦香港
大學教授: The Idea of China: A Contested History (Mar. 2026)、③Stanford 大の許成鋼氏: Institutional Genes: Origins of China’s Institutions and Totalitarianism 
(Jun. 2025)(原本: «制度基因: 中國制度與極權主義制度的起源» (Nov. 2024))、④Steve Tsang(曾銳生)London 大学教授: China’s Global Strategy under Xi 
Jinping (Sept. 2026)、⑤ロジウム・グループのローガン・ライト氏: Broken China: How the Economic Miracle Shattered (Sept. 2026)、以上。  
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本質的には個人主義的制度の民主主義体制が、社会主義とは和解不可能な対立関係にある

事を、誰よりも明確に認めていたのは、ド・トクヴィルであった。 (フリードリヒ・ハイエク) 
Nobody saw more clearly than de Tocqueville that democracy as an essentially individualist 

institution stood in an irreconcilable conflict with socialism.            (Friedrich Hayek)  
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2. 情報概観  紙面の制約上、原則、参考になると筆者が判断した最新情報のみを掲載し解説や関連資料は一切省略。 
 
マクロ経済: Macroeconomics—Books, Papers, and Articles 
Ahmed, Rashad and Iñaki Aldasoro, 2026, “Are Stablecoins and Bank Deposits Substitutes?” Working Paper No. 1382, Basel: Bank for International 

Settlements (BIS), October 13. 
Ando, Sakai (安東宇) et al., 2026, “How is Labor Demand Changing as AI Improves? New Global Evidence,” Working Paper WP/26/220, Washington, 

D.C.: International Monetary Fund (IMF), October 19. 
BFM Business, 2026, «Les Experts: La crise de la dette française fait chuter l'euro», October 6. 
BFM Business (Paul Louis), 2026, «Un déclassement pour le Japon? Le PIB du pays va être dépassé par celui de l'Inde en 2027 et même par celui du 

Royaume-Uni, une première depuis 61 ans», October 15. 
Bloomberg (Yash Roy), 2026, “Bessent's Plans to Rein in US Deficit Met with Skepticism,” October 7. 
Bloomberg (Gearoid Reidy), 2026, “The World Isn’t Ready for a Japan with Interest,” October 9. 
Bloomberg (Laura Noonan), 2026, “Surging Bond Yields Are Top Risk to Financial System, IMF Says,” October 13. 
Bloomberg (Shawn Donnan et al.), 2026, “AI’s Giant Money Loop Is Drawing Foreign Cash Like 2008,” October 13. 
Bloomberg (Jeffrey Sparshott), 2026, “US Consumer Prices Rise by Most since April in Broad Advance,” October 14. 
Bloomberg (Iris Ouyang), 2026, “China’s Plan to Make Yuan a Global Currency Enters Faster Phase,” October 16. 
Bloomberg (Michael Msika), 2026, “Political Risk Makes France a Go-To Market for Short Sellers,” October 20. 
Center for Macroeconomic Analysis and Short-Term Forecasting (CMASF) (Центр макроэкономического анализа и краткосрочного 

прогнозирования (ЦМАКП)), 2024, «Тренды развития крупнейших экономик мира: США, зоны евро и Китая [Development trends of the 
world's largest economies: the USA, the Eurozone, and China]», No. 5 (91), Moscow, October 8. 

Economist, 2026, “The Era of Speedball Capitalism Has Dawned,” September 30. 
Economist, 2026, “Chinese Taxpayers Now Owe More. Is More Owed to Them? Hidden Levies Are Becoming Visible,” October 12. 
Economist, 2026, “Another Warning Sign for China’s Economy: Falling Consumer Credit,” October 14. 
Economist, 2026, “The AI Boom Is Threatened by an Epidemic of Unreliable Numbers: Investors Can No Longer Put Their Trust in Data,” October 14. 
Economist, 2026, “The AI Industry’s Gigantic Debts Are Making Investors Nervous: Who Will Be Left to Pick Up the Bill in the Event of a Crash?” October 18. 
Edsall, Thomas B., 2026, “Trump Can No Longer Mask His Real Agenda,” New York Times, October 20. 
Financial Times (Leo Lewis and David Keohane), 2026, „Sanae Takaichi Tells Markets to ‘Rest Assured’ over Japan’s Spending Plans,” October 5. 
Financial Times (Joe Leahy), 2026, “China’s Growing Debt Burden Limits Space for Economic Stimulus,” October 11. 
Financial Times (Delphine Strauss), 2026, “Two Economists Who Transformed Crisis Management Win Nobel Prize: Robert E Hall and Michael 

Woodford Helped Central Banks Respond to 2008 Financial Turmoil,” October 11. 
Financial Times (Chris Kay and Krishn Kaushik), 2026, “‘Cash Is Making a Comeback’ as India Raises Fees on Digital Payments,” October 18. 
Financial Times (Florian Müller and Aaron Kirchfeld), 2026, “Far-Right Election Gains Threaten Germany’s Investment Drive,” October 18. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Tim Kanning), 2026, „Trotz hoher Schulden gönnt sich Japan eine Steuersenkung“, October 5. 
Frieda, Gene et al., 2026, “Ahead of a Presidential Election, France First Needs to Help Itself on Debt,” Analysis 28/2026, Brussels: Bruegel, October 12. 
Helbling, Thomas et al., 2026, Toward a New Economic Growth Model for China, Washington, D.C.: International Monetary Fund (IMF), September 30. 
Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Wáng Jūn (王军) et al.), 2026, “‘Jīngjì Dàguó’ Guānghuán Yǐ Tuìshǎi, Miànlín 

Duōchóng Jiégòu-xìng Nántí, Rìběn GDP Míngnián Huò Diē zhì Shìjiè Dì-liù [The luster of Japan’s status as a major economic power has faded; 
facing multiple structural challenges, its GDP may fall to sixth in the world next year./‘经济大国’光环已褪色, 面临多重结构性难题, 日本
GDP 明年或跌至世界第六],” October 15. 

International Monetary Fund (IMF), 2026, “World Economic Outlook: Resilience under Strain, Urgent Choices,” Washington, D.C., October 13. 
Korean Broadcasting System (KBS) (한국방송공사) (Yoon Na-kyung (윤나경)), 2026, “일본 내년 GDP 세계 6 위…엔저·저성장 영향 

[Japan’s GDP to Fall to 6th Globally Next Year… Driven by Weak Yen and Low Growth],” October 14. 
Kriwoluzky, Alexander and Frederik Kurcz, 2026, „Zinserhöhungen der EZB wirken in Euroländern mit restriktiver Fiskalpolitik härter“, 

Wochenbericht, Nr. 41, Berlin: Deutsches Institut für Wirtschaftsforschung (DIW), October 7, pp. 623-630. 
Le Figaro (Jean Kedroff), 2026, «L’Inde devrait supplanter le Japon comme quatrième économie mondiale en 2027, selon le FMI», October 15. 
Le Monde (Nicolas Chapuis), 2026, «Pourquoi la situation économique de la France inquiète aux Etats-Unis», October 8. 
McKinsey & Company, 2026, “Economic Conditions Outlook, September 2026,” New York, September 30. 
New York Times (Alan Rappeport), 2026, “U.S. Budget Deficit Nears $2 Trillion, a Reality Check for Trump’s Cost Cutting,” October 16. 
Sharma, Ruchir, 2026, “Why a Booming Economy Is Not Helping Trump,” Financial Times, October 5. 
Sharma, Ruchir, 2026, “The Global AI Bust: What Will Survive When the Boom Ends,” Foreign Affairs, Vol. 105, No.6 (November/December), pp. 79-91. 
Wall Street Journal (Rachel Louise Ensign and Justin Lahart), 2026, “The Gap between the Rich and the Very, Very Rich Is Getting Wider,” September 19. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “The U.S. Economy Is Accelerating: Evidence Keeps Coming That Investment and Growth Are Picking Up,” 

September 30. 
Wall Street Journal (James Mackintosh), 2026, “AI Is Squeezing Out the Rest of the Stock Market [AI 正在挤压美股的其他板块],” October 2. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2026, “Will America Spend 9% of Its GDP on AI? The Industry Is Counting on It [美国会把 GDP 的 9%花在 AI 上

吗？整个行业正寄望于此],” October 2. 
Wall Street Journal (Jason Douglas), 2026, “Bond Yields Are Surging Around the World—but Not in China [全球国债收益率攀升, 中国为何成为

例外],” October 7. 
Wall Street Journal (Katrina Northrop), 2026, “China Is Offering Half Measures to Its Mounting Economic Problems [中国经济困境日益严峻, 政

府却仅施权宜之策],” October 8. 
Wall Street Journal (Matt Grossman and Anthony DeBarros), 2026, “Why Economists Think Higher Bond Yields Are Here to Stay,” October 11. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “A Demographic Mirage May Be Distorting China’s Economic Ambitions [人口数据幻象可能正在扭曲

中国经济雄心],” October 13. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “Inflation Keeps Biting Real Wages,” October 14. 
Wall Street Journal (Gabriele Steinhauser and Katrina Northrop), 2026, “I Boom Shields Select Few Nations as Economic Pain Sweeps Globe: Fallout 

from Higher Energy and Borrowing Costs Is Deepening across the World [全球经济阵痛蔓延, AI 热潮只为少数国家筑起屏障],” October 15. 
Wall Street Journal (David Uberti et al.), 2026, “The Riskiest Corner of the AI Trade Is Crashing into Higher Rates [AI 交易中风险最高的领域正遭

遇利率走高冲击],” October 15. 
Wall Street Journal (Jason Douglas and Peter Landers), 2026, “AI Boom-or-Bust Scenarios Loom Large at World Financial Summit,” October 16. 
Wall Street Journal (James Mackintosh), 2026, “The AI Stock Market Wobble Is a Reminder: This Time Isn’t Different,” October 18. 
Wall Street Journal (Hannah Miao), 2026, “China’s Export Boom Masks Deep Economic Problems at Home [中国出口繁荣难掩国内经济深层隐

忧],” October 19. 
Washington Post (Rachel Lerman), 2026, “Prices Increased Sharply in September in Last Inflation Report ahead of Elections,” October 14. 
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だれもが、人の軽信性や強欲を非難しなかったのだ。非難すべきものとは、気高い国民性の

すべてを覆い隠すような品位のない金銭欲、或いは陰謀を企てている謀略者が仕掛けた罠に、

熱血ほとばしる情熱という疾風で人々を煽る、理性を欠いた脱出不可能な陥溺。    
                                                           (チャールズ・マッケイ) 

Nobody blamed the credulity and avarice of the people--the degrading lust of gain, which had 
swallowed up every nobler quality in the national character, or the infatuation which had made the 
multitude run their heads with such frantic eagerness into the net held out for them by scheming projectors. 

                                                                   (Charles Mackay)  
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マクロ経済: Macroeconomics—Conferences, Workshops and Seminars 
September 28: (an online event, Washington, D.C.) Center for Strategic and International Studies (CSIS): “Is China’s Economy Broken?” 
October 6: (Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE), 2026, “Global Economic Prospects: Fall 2026.” 
October 7: (a hybrid event, London) Chatham House: “What Are Financial Markets Telling Us?”  

 

資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Books, Papers, and Articles 
Ahuja, Ketan et al., 2026, “Competitiveness and Opportunities for European Clean Tech.” Working Paper 28/2026, Brussels: Bruegel, October 5. 
Arciniegas Rueda, Ismael E. et al., 2026, “AI Data Center Siting on Federal Lands: An Energy View,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, October 2. 
Financial Times (Myles McCormick and Christopher Miller), 2026, “Trump Agrees Deal with Putin for Russia to Release Diesel on to Global Market,” 

October 9.   
Gambacorta, Leonardo and Salvatore Polizzi, 2026, “Artificial Intelligence and Climate Change: Balancing Innovation and Sustainability,” BIS Paper 

No. 174, Basel: Bank for International Settlements (BIS), October 8. 
Grünberg, Nis and Johanna Krebs, 2026, “Germany and China in the Cleantech Sector: Between Opportunities, Competition and Location Policy,” 

Berlin: Mercator Institute for China Studies (MERICS), October. 
International Energy Agency (IEA), 2026, “IEA Statement on Responding to the Global Diesel Market Situation,” Paris, October 11. 
New York Times (Selam Gebrekidan), 2026, “Superpowers Race to Put Nuclear Reactors on the Moon,” October 4. 
New Yort Times (Aruni Soni), 2026, “Why Easing Sanctions on Russian Diesel Is Unlikely to Lower Fuel Costs,” October 14. 
Ripple, William J. et al., 2026, “The 2026 State of the Climate Report: Challenges and Opportunities,” BioScience, Special Report, October 14. 
Straits Times (Karina Tehusijarana), 2026, “Indonesia’s Forest Fires Will Be Extinguished within a Month, Environment Minister Says,” October 14. 
Washington Post (Michael Birnbaum and Evan Halper), 2026, “Trump Announces Diesel Deal with Russia in Bid to Lower Price,” October 6. 
Washington Post (Elijah Wolfson), 2026, “The Earth’s Vital Signs Are Concerning, a New Report Says,” October 14. 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Conferences, Workshops and Seminars 
September 28: (an online event, Washington, D.C.) Resources for the Future (RFF): “Resilient Energy Economies | Evaluating the Effectiveness of Local, 

Regional, and Federal Efforts to Support Fossil Fuel-Dependent Communities.” 

 

外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Books, Papers, and, Articles 
ABC News (Kevin Shalvey), 2026, “US Marine Arrested on Suspicion of Murder after 'Brutal and Heinous' Death in Japan, Officials Say,” October 5. 
Aerospace Industries Association (AIA), 2026, “Strengthening Critical Minerals Supply Chains: Aerospace and Defense (A&D) Industry Assessment 

and Recommendations,” Arlington, VA, October 8. 
Associated Press (AP) (David A. Lieb), 2026, “Supreme Court Rejects a Trump-backed Missouri Congressional Map for the Third Time,” September 25. 
Associated Press (AP) (Samy Magdy and Cara Anna), 2026, “12 Killed and over 300 Hurt in Latest Attack on Riyadh Airport, Saudi Authorities Say,” October 11. 
Ballbach, Eric J., 2026, “Nordkorea – Europas strategischer Blind Spot: Die zunehmende sicherheitspolitische Bedrohung durch die DVRK“, Aktuell 

2026/A 50, Berlin: Stiftung Wissenschaft und Politik (SWP), October 13. 
Berman, Ilan, 2026, “Why Egypt Has Taken an Eastward Turn,” Forbes, September 14. 
Berman, Ilan, 2026, “Japan’s Shrinking Population Is Changing How It Fights,” Forbes, September 22. 
BFM Business, 2026, «Les premiers des 16 Rafale acquis par Kiev doivent voler d'ici 2029: des pilotes ukrainiens débuteront leur formation sur les 

avions de chasse le mois prochain en France», October 8. 
Breaking Defense (Diana Stancy), 2026, “Navy to Purchase 30 MUSVs Following At-Sea Testing,” September 29. 
Breaking Defense (Valerie Insinna), 2026, “As Critical Mineral Deadline Looms, Army Expects to Feel ‘Some Impact,’” October 15. 
Bloomberg (Jennifer A Dlouhy and Josh Wingrove), 2026, “Trump Hypes Megaprojects to Voters Who Lament Gas, Food Costs,” October 10. 
Bloomberg (James Mayger), 2026, “‘Powers in Middle’ Must Get Active as World Shifts, India Says,” October 14. 
Bloomberg (Stephanie Baker and Priyanjana Bengani), 2026, “Russia Is Using an Army of Bots to Push Fake US Election Videos,” October 16. 
Breaking Defense (Ashley Roque), 2026, “Hegseth Announces Plans for New 4-Star Drone Command, among Other Initiatives,” September 30. 
Breaking Defense (Diana Stancy), 2026, “Navy, Shield AI Pour Big Bucks into X-BAT Drone Development,” October 8. 
Breaking Defense (Diana Stancy), 2026, “Coast Guard Places $248 Million Order for First MQ-9B Drones,” October 9. 
Breaking Defense (Casey Laughman), 2026, “Mine Hunting Goes Remote as the Navy Replaces Minesweepers with Robots: With Minesweepers 

Retired, the US Is Turning to Remote and Robotic Mine-Neutralization Tactics,” October 12.  
Breaking Defense (Diana Stancy), 2026, “DIU Unveils Next Phase in Unmanned Vessel Competition,” October 19. 
Breaking Defense (Theresa Hitchens), 2026, “Russian Satellite Stalked ICEYE Spacecraft in Potentially Dangerous On-orbit Maneuvers,” October 19. 
British Broadcasting Corporation (BBC), 2026, “Firing Squad Execution to Be Livestreamed, Pentagon Says,” October 10. 
Carr, Brandon, 2026, “Four Principles to Lift the Academic Fog around War and Be More Realistic about Battle,” Foreign Policy, October 19. 
Center for Strategic and International Studies (CSIS), 2026, “The Asia Chess Board: Countering Asia's Axis of Authoritarianism,” September 29. 
Cheung, Tai Ming (张太铭), 2026, “The Bello-Economics Age: How States are Militarizing in a Turbulent World Order,” Policy Brief, San Diego, 

CA: Institute on Global Conflict and Cooperation (IGCC), University of California, San Diego (UCSD), October 7. 
Curlee, Kathleen and Sam Bresnick, 2026, “China’s Next Frontier: How Beijing Is Challenging Washington in Outer Space,” Foreign Affairs, October 14. 
Defense News (Leilani Chavez), 2026, “US Marine Corps Anti-Ship Weaponry to See Exercise Action on Remote Japan Island near Taiwan, October 5. 
Defense News (Nikki Wentling), 2026, “US Army Activates New Multi-Domain Task Force to ‘Deny, Disrupt’ Enemies in Indo-Pacific,” October 10. 
Demarais, Agathe, 2026, “China’s AI Rollout Has No Off Switch: Beijing May talk about Safety, but Its Model of AI Diffusion Is Made to Go Rogue,” 

Foreign Policy, October 7. 
Der Spiegl (Matthias Gebauer et al.), 2026, „Skandal um Ex-BND-Chef Hanning: Sollte man dieser Behörde wirklich mehr Macht geben?“, October 8. 
Die Zeit (Tina Hildebrandt und Jörg Lau), 2026, „Westfälischer Friedenspreis: »Wanken wir in Deutschland, dann wankt Europa«“, October 1. 
Die Zeit, 2026, „Trump kündigt umfangreiche Diesellieferungen aus Russland an“, October 9. 
Economist, 2026, “Donald Trump’s Untenable Strategy for AI,” October 7. 
Economist, 2026, “Europe’s Lame-Duck Year Could Hardly Come at a Worse Time: Elections Will Sap What Little Resolve Europe Has to Make 

Tough Decisions,” October 8. 
Economist, 2026, “A No-rules Approach to AI Is Mad Politics and Worse Policy: Do Not Let It Rip,” October 8. 
Economist, 2026, “Up in Alms: China Is Channelling Much More Money to Poor Countries,” October 15. 
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哲学は大いに進歩したにも拘わらず、民衆を魅了する

理想を提供する事が出来なかった。だが、民衆にとって

幻想は欠くべからざるものだ。民衆とは、灯火に向かう

昆虫の如く、民衆が求める幻想に合わせて、よどみなく

話す雄弁家へと本能的に向かうのだ。  
                        (ギュスターヴ・ル・ボン) 

Notwithstanding all its progress, philosophy has been unable as yet to offer the masses any ideal that can charm them; but, as they 
must have their illusions at all cost, they turn instinctively, as the insect seeks the light, to the rhetoricians who accord them what they 
want.   

[Avec tous ses progrès la philosophie n’a pu encore offrir aux foules aucun idéal qui les puisse charmer ; mais, comme il leur faut 
des illusions à tout prix, elles se dirigent d’instinct, comme l’insecte allant à la lumière, ver les rhéteurs qui leur en présentent.] 

                                                                                           (Gustave Le Bon)  
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Economist, 2026, “Donald Trump May Save Canada: Can America’s Bullying Goad Its Northern Neighbour Out of Its Complacency?” October 15. 
Economist, 2026, “Does China Really Prize AI Speed over Safety? In Full Command of Its Own Cyberspace, China Wants the Same for AI,” October 19. 
Economist, 2026, “The Agony of Liberal Europe: Centrist Rulers Have Fallen Dangerously Short—and Are Now Paying the Price,” October 22. 
Fang, Cathy (方怡然) and Abby Huang (黃筱歡), 2026, “Taiwan Legislature Passes NT$240 Billion Uncrewed Systems Act as Supplementary and 

Annual Budgets Await Review [立院通過 2,400 億元無人載具發展條例, 追加預算與年度預算仍待審查]” Drone Newsletter (無人機電子
報), Taipei: Research Institute for Democracy, Society and Emerging Technology (DSET) (科技、民主與社會研究中心), September 22. 

Federal Register, 2026, “Notice of Order Regarding Exclusion and Removal of DeepSeek Products from Federal Civilian Executive Branch 
Information Technology Systems and Procurements,” October 20. 

Financial Times (Anne-Sylvaine Chassany and Katya Arenina), 2026, “Europe Braces for ‘Severe Hybrid Attacks’ from Russia, Says Friedrich Merz,” 
October 1. 

Financial Times (Edward White and Andy Bounds), 2026, “EU Envoy Lands in China for Last-Ditch Talks over Car Exports,” October 8. 
Financial Times (Joe Leahy et al.), 2026, “China and EU Avert Trade Conflict with ‘Understanding’ on Hybrid Cars,” October 9. 
Financial Times (Christopher Miller), 2026, “Russia Targets Ukraine’s Bridges as Vladimir Putin Expands Air War,” October 10. 
Financial Times (Anastasia Stognei and Verity Ratcliffe), 2026, “Can Russia Meet Trump’s Diesel Demands?” October 11. 
Financial Times (Sam Jones et al.), “Russia Steps Up Bid to Kill European Defence Chiefs, Spy Agencies Warn,” October 11. 
Financial Times (Barbara Moens and Henry Foy), 2026, “US Threatens Europe over Starlink Restrictions,” October 18. 
Financial Times (Editorial), 2026, “France’s Riots Expose the Impotence of Its Political Class: Shocking Violence Highlights Deepening Social 

Division, Fiscal Constraints and a Crisis of Leadership,” October 19. 
Financial Times (Edward Luce), 2026, “Putin’s American friends: ‘Realist’ critics of Nato echo Moscow’s talking points on Ukraine.” October 20. 
Financial Times (Joe Leahy), 2026, “China Steps Up ‘Grey Zone’ Tactics to Isolate Taiwan and Punish Its Allies: Beijing Is Blocking Taipei’s 

Diplomats Abroad and Exerting Control over Its Maritime Territory,” October 22. 
Fischer, Thomas, 2026, „Machthabende und Machthaber“, Der Spiegel, October 16. 
Forbes (John Tamny), 2026, “In the AI Race, There’s No American Victory without Foreign Workers,” October 10. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Ian Liesch), 2026, „Putin droht NATO mit ‚Einsatz aller Waffen‘“, October 1. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Sabine Balk), 2026, „Das Werk eines Narzissten“, October 1. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Thomas Gutschker), 2026, „NATO-Strategie: Was die ‚Theorie des Sieges‘ für die Allianz bedeutet“, October 13. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Stephan Löwenstein), 2026, „Landtag in Magdeburg: Die CDU muss sichtbar gegen die AfD stimmen“, 

October 14. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Thomas Gutschker), 2026, „Ein gereizter Selenskyj unter ,echten Anführern‘“, October 16. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Eckart Lohse and Matthias Wyssuwa), 2026, „Johann Wadephul: ‚Russland wird die größeren Schwierigkeiten 

haben, diesen Krieg durchzuhalten‘“, October 16. 
Freeland, Chrystia, 2026, “US Business Leaders Are Waking Up to the Perils of Plutopopulism,” Financial Times, October 16. 
Freeland, Chrystia, 2026, Unreliable Boyfriend: An Insider's View of Dealing with a Chaotic Superpower, Plutocrats, and Other Complicated People, 

New York, Simon Six, October 
Gazeta.ru («Газета.ru») (Vyacheslav Dushin (Вячеслав Душин)), 2026, «Политолог назвал визит делегации из КНР на Курилы ‹поражением 

Японии› [Political analyst calls visit by PRC delegation to the Kuril Islands a ‘defeat for Japan’]», October 15. 
Gazeta.ru («Газета.ru») (Oleg Ignatovich (Олег Игнатович) and Evgeny Falko (Евгений Фалько)), 2026, «‹Беспрецедентное событие›. Путин 

предложил Трампу и Си Цзиньпину обсудить Украину без Зеленского: WSJ: Путин предложил Трампу и Си Цзиньпину обсудить 
Украину без Зеленского [‘An unprecedented event.’ Putin has proposed that Trump and Xi Jinping discuss Ukraine without Zelensky: WSJ: 
Putin has proposed that Trump and Xi Jinping discuss Ukraine without Zelensky]», October 19. 

Gunitsky, Seva and Bruce Schneier, 2026, “The AI Autocrat: How Technology Empowers—and Imperils—Dictators,” Foreign Affairs, October 1. 
Hamilton, Daniel S. and Angela Stent, 2026, “America’s Best Answer to the China-Russia Alliance,” Foreign Policy, October 8. 
Hass, Ryan, et al., 2026, “What Did the Trump-Xi Summit Actually Accomplish?” Washington, D.C.: Brookings Institution, September 30. 
Hass, Ryan, 2026, “Repairing America’s signaling on Taiwan,” Washington D.C.: Brookings Institution, October 13. 
Hill (Tara Suter), 2026, “Trump ‘Thinking of’ Renaming Atlantic or Pacific,” October 12. 
Huang, Raymond Hsi-ju (黃希儒), 2026. “Sùdù Jí Zhànlì: Xīnxīng Kējì Jiāsù Guófáng Yìngyòngde Zhìdù Píngjǐng yǔ Gǎigé Lùjìng [Speed as a 

Combat Capability: Institutional Bottlenecks and Reform Pathways for Accelerating the Defense Application of Emerging Technologies/速度即
戰力: 新興科技加速國防應用的制度瓶頸與改革路徑],” «國防情勢特刊» No. 50, Taipei: Institute for National Defense and Security 
Research (INDSR) (國防安全研究院), September 3. 

Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Xíng Xiǎojìng (邢晓婧)), 2026, “Rìběn Qián Zhù-Huá Dàshǐ, Rì-Zhōng Yǒuhǎo 
Huìguǎn Huìzhǎng Gōngběn Xióng'èr Jiēshòu «Huánqiú Shíbào» Zhuānfǎng: Rì-Zhōng Hépíng Yǒuhǎo Shì ‘Wéiyī Zhèngquède Xuǎnzé’ 
[Former Japanese Ambassador to China and President of the Japan-China Friendship Center Yuji Miyamoto in an exclusive interview with the 
Global Times: Peace and friendship between Japan and China represent the ‘only correct choice’/日本前驻华大使、日中友好会馆会长宫本雄
二接受«环球时报»专访: 日中和平友好是‘唯一正确的选择’],” October 15. 

IEEE Spectrum (Tereza Pultarova), 2026, “Ukraine’s Air Defenses Have No Answer for Russia’s New Jet Drones Near-constant Attacks Have Raised 
the Havoc to a New Level,” September 30. 

Ignatius, David, 2026, “Three Weeks Out, Trump’s Election Meddling Lies Mostly in Ruins,” Washington Post, October 16. 
Interfax («Интерфакс»), 2026, “Глава МИД России не увидел шансов стать постоянным членом СБ ООН у Германии [Russian Foreign Minister 

sees no chance of Germany becoming a permanent member of the UN Security Council],” September 26. 
Interfax («Интерфакс»), 2026, “Генпрокуратура РФ запросила у Нидерландов выдачу судей и прокуроров МУС [The Prosecutor General's Office 

of the Russian Federation has requested the Netherlands to extradite ICC judges and prosecutors],” October 8. 
International Criminal Court (ICC), 2026, “The ICC Strongly Rejects US Sanctions against the Institution,” The Hague, October 9. 
Karlin, Mara, 2026, “The Fog of Tech: Why the Future of War Can’t Escape the Past,” Foreign Affairs, Vol. 105, No. 6 (November/December), pp. 22-31. 
Kendall-Taylor, Andrea and Richard Fontaine, 2026, “The Axis of Upheaval Goes to War: How Battlefield Cooperation Is Binding Together America’s 

Adversaries,” Foreign Affairs, October 16. 
Ko, Yun-sen (柯永森), 2026, “Chóng Gòu Táiwān Guófáng Gōngyìngliàn: Huíguī zuòzhàn xūqiú sīwéi [Restructuring Taiwan’s Defense Supply 

Chain: Returning to a Mindset Focusing on Operational Requirements/重構臺灣國防供應鏈: 回歸作戰需求思維],” «國防情勢特刊» No. 50, 
Taipei: Institute for National Defense and Security Research (INDSR) (國防安全研究院), September 3. 

Kuiken, Mike and Leland Miller, 2026, “How China Has Quietly Taken a Lead in International Agency Staffing,” National Interest, October 16. 
Kwon, Jun Jae (권정재), 2026, “The Quiet Progress of Military Cooperation between South Korea and Japan,” San Diego, CA: Institute on Global 

Conflict and Cooperation (IGCC), University of California, San Diego (UCSD), September 29. 



The Tokyo-Cambridge Gazette (In Search of Japan’s Global Strategies) 
No. 211 (November 2026) 
速かなるを欲するなかれ。小利を見ることなかれ。 
速かならんと欲すれば達せず。小利を見れば、大事成らず。

                                              (孔子) 

Do not be desirous to have things done quickly; do not look at small advantages. Desire to have things done quickly prevents 
their being done thoroughly. Looking at small advantages prevents great affairs from being accomplished.  

[無欲速。無見小利。欲速則不達。見小利則大事不成。]                             (Kǒngzǐ/Confucius; 孔子)  
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同一民族の個々人のうち、恐らく半数は平均

程度の歌唱能力を持ち、四分の一は平均以下の

能力を持ち、残りの四分の一は平均以上の能力

を備えている。この四分の一のうち、歌唱能力

が高くなるに従い、人数は次第に減ってゆき、

ついにはカルーソーほどに達するのだ。  
            (ヨーゼフ・シュンペーター) 

Perhaps half the individuals in an ethnically homogeneous group have the capacity for it to an average degree, a quarter in progressively 
diminishing measure, and, let us say, a quarter in a measure above the average, and within this quarter, through a series of continually increasing 
singing ability and continually diminishing number of people who possess it, we come finally to the Carusos. 

[Vielleicht der Hälfte der Individuen einer ethnisch homogenen Gruppe ist die Fähigkeit dazu in einem durchschnittlichen Maße eigen, einem 
Viertel in fortschreitend immer geringerem Maß und, sagen wir, einem Viertel in einem überdurchschnittlichen Maß, und innerhalb dieses Viertels 
kommen wir durch eine Reihe von immer zunehmender Gesangfähigkeit und immer abnehmender Zahl der Leute, die sie haben, schließlich bis 
zu den Carusos.]                                                                                 (Joseph Alois Schumpeter)  
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ヒトラー、フランス議会、爆撃機の指揮官、真珠湾のレーダー管理責任者、フルシチョフ、

米国の有権者といった人々は、何等かの“非合理性”から免れ得ない点では共通している。だが、

彼等の非合理性は決して同じではない。そして、その非合理性の中の幾つかは合理的行動理論

に基づき説明出来るのだ。                                     (トーマス・シェリング) 

Hitler, the French Parliament, the commander of a bomber, the radar operators at Pearl 
Harbor, Khrushchev, and the American electorate may all suffer from some kinds of 
“irrationality,” but by no means the same kinds. Some of them can be accounted for within a 
theory of rational behavior.                                  (Thomas C. Schelling)  
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October 5: (Washington, D.C.) American Enterprise Institute (AEI): “Gerrymandering and Representation: What Have We Done, and Where Are We 

Going?” 
October 6: (an online event, Washington, D.C.) Brookings Institution: “How China and the US Will Regulate AI Models for Safety.” 
October 11: (Taipei) Indo-Pacific Strategy Thinktank (印太戰略智庫) and Japan Institute for National Fundamentals (JINF) (國家基本問題研究所): 

“Taiwan-Japan Technology Future Forum (2026 台日科技未來論壇).” 
October 12~13: (Warsaw) Casimir Pulaski Foundation (Fundacja im. Kazimierza Pułaskiego): “Warsaw Security Forum (WSF).” 
October 13: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “Can ‘Working-Class Liberalism’ Heal Liberal Democracy?” 
October 14: (an online event, Paris) Institut français des relations internationales (Ifri): “Navigating Uncertainty: Asian Powers amid US-China Competition.” 
October 14: (an online event, Washington, D.C.) Brookings Institution: “Reforming Regulation: Debating Cost-Benefit Analysis and the Role of OIRA.” 
October 19: (an online event, Washington, D.C.) Brookings Institution: “Midterm Elections and the Future of Congress and the Presidency.” 
October 19: (Washington, D.C.) American Enterprise Institute (AEI): “Prioritizing Free Expression in the United States.” 
October 20: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “New Survey Tracks Darkening Mood and Shifting Political Loyalties ahead of Midterm 

elections: Findings from the 17th annual American Values Survey.” 

 

その他—Information in Other Fields 
Aldasoro, Iñaki et al., 2026, “Old Workers, Young Machines: Can AI and Automation Offset Population Ageing?” BIS Bulletin No. 135, Basel: Bank 

for International Settlements (BIS), September 24. 
Bjerkan-Wade, Benjamin et al., 2026, “The European Union’s Automotive Sector Needs a Plan, not Undue Protection,” Policy Brief 19/2026, Brussels: 

Bruegel, September 22. 
Bloomberg (Davey Alba and Rachel Metz), 2026, “How Existential Fears Are Shaping the Debate over AI,” September 18. 
Bloomberg (Catherine Thorbecke), 2026, “What Happens When Chinese AI Goes Rogue?” October 1. 
Bloomberg (Mackenzie Hawkins), 2026, “Nvidia’s Blind Spots Exposed by China Chip Smuggling,” October 2. 
Bloomberg (Kok Leong Chan), 2026, “Malaysia Plans First AI Law in 2027 as Scrutiny Intensifies,” October 5. 
Bloomberg (Benoit Berthelot and William Horobin), 2026, “French Student Unrest Spreads as Teachers Also Walk Out,” October 6. 
Bloomberg (Shirin Ghaffary), 2026, “Anthropic AI Model Went Rogue, Submitted Fake Tip to Police,” October 11. 
Bloomberg (Michael Shepard), 2026, “What Should AI Guardrails Look Like? A Guide to the Proposals: Ideas Vary from a Simple Requirement That 

Companies Report Safety Incidents to an Outright Ban on ‘Superintelligent’ AI.,” October 12. 
Bloomberg (Tom Giles), 2026, “Taiwan to Fund $4 Billion Texas Complex for AI, Nvidia Partners,” October 16. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Alastair Telfer), 2026, “North Korean Anthem Played for South Korea at Asian Games,” September 18. 
Cable News Network (CNN) (Zahra Ullah), 2026, “Checklists, Masks and Mystery: What We Know about the Plague Scare in Russia,” October 7. 
CBS News (Mary Cunningham), 2026, “Apple's iPhone Duo Is Already Backordered until 2027 as Pre-order Sales Soar,” October 16. 
Chinese Government, Ministry of Commerce (MOFCOM) (商务部), 2026, “Shāngwùbù Xīnwén Fāyánrén Jiù Xiūdìng «Zhōngguó Jìnzhǐ Chūkǒu Xiànzhì 

Chūkǒu Jìshù Mùlù» Dá Jìzhě Wèn [MOFCOM Spokesperson Answers Reporters' Questions Regarding the Revision of the ‘Catalogue of Tech-
nologies Prohibited or Restricted from Export’/商务部新闻发言人就修订«中国禁止出口限制出口技术目录»答记者问],” Beijing, October 16. 

Chinese Government, State Administration for Market Regulation (SAMR) (国家市场监督管理总局  (市场监管总局 )), Standardization 
Administration of the People's Republic of China (SAC) (中国国家标准化管理委员会 (国家标准委)), National Technical Committee 260 on 
Cybersecurity (SAC/TC260) (全国网络安全标准化技术委员会 (网安标委)), 2026, “AI Safety Governance Framework 3.0/«人工智能安全
治理框架 3.0»,” Beijing, September 14. 

Chinese Government, State Administration for Market Regulation (SAMR) (国家市场监督管理总局  (市场监管总局 )), Standardization 
Administration of the People's Republic of China (SAC) (中国国家标准化管理委员会 (国家标准委)), National Technical Committee 260 on 
Cybersecurity (SAC/TC260) (全国网络安全标准化技术委员会 (网安标委)), 2026, “2026-nián Xia-bànnián ISO/IEC JTC1/SC27 Gōngzuòzǔ 
Huìyì hé Quántǐ Huìyì Zhàokāi [ISO/IEC JTC1/SC27 Working Group Meetings and Plenary Meeting to be Held in the Second Half of 2026/2026
年下半年 ISO/IEC JTC1/SC27 工作组会议和全体会议召开],” Beijing, October 16. 

Council for Science and Technology (CST), 2026, “AI Sovereignty: Preserving UK Agency in an AI-enabled World,” London, October 19. 
de la Fuente, César, 2026, “AI Capabilities Mean America Needs a Manhattan Project for Biodefense: Uncertainty about Potential Harm from AI Is 

No Reason to Postpone Preparedness,” Washington Post, October 20. 
Deutsche Welle (DW) (Jens Thurau), 2026, „Neue Heimat, alte Wurzeln: Kurden in Deutschland“, October 17. 
Diermeier, Matthias et al., 2026, “Universal Entitlement, Unequal Provision: Childcare in Segregated German Cities,” Journal of Social Policy, 

published online, October 2. 
Economist, 2026, “Effective Altruism Is This Century’s Biggest Idea: The Movement Is Admirable, but Dangerous,” October 1. 
Economist, 2026, “The Most Innovative Countries in the World: Will Donald Trump Hurt America’s Ranking?” October 2. 
Economist, 2026, “China Wants to Get inside Your Head: Brain-Computer Interfaces Are the Latest Battleground in Its Tech Rivalry with America,” 

October 6. 
Economist, 2026, “Germany and France Want EU Storm Gates for China’s Trade Surge: A Bold Joint Letter Suggests Confrontation Looms,” October 5. 
Economist, 2026, “Record Labels Are in a Spin over AI Music: Should They Fight Upstart Labs, or Co-operate with Them?” October 5. 
Economist, 2026, “The End of Mathematics? AI’s Mathematics Blitz Pushes Science into Strange New Territory: Other Disciplines Should Take Heed,” 

October 12. 
Economist, 2026, “The Recycling Superpower: China Is Turning Trash into Treasure on a Vast Scale: EV Batteries, Especially, Will Help It Secure 

Supplies of Critical Minerals,” October 13. 
Economist, 2026, “Why One of the World’s Most Influential Computer Scientists Believes AI Won’t Destroy Humanity,” October 14. 
Economist, 2026, “What If the Machines Take over Science? Artificial Intelligence Will Require Scholars to Reinvent Their Disciplines,” October 15. 
Economist, 2026, “The AI Boom Is Threatened by an Epidemic of Unreliable Numbers: Investors Can No Longer Put Their Trust in Data,” October 14. 
Economist, 2026, “AI Neolabs Are Raising Huge Sums. Most Have Little to Show for It: Superstar Researchers Who Branch Out on Their Own Need 

to Start Producing Results,” October 15. 
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全ての熟慮、全ての弁論には、確乎とした理性の力が必要だ。それが無ければ、人々の

決意は性急極まりなくなり、彼等の判断は正しくなくなる。とは言え、もしそこに力強い

雄弁、即ち人々の注意と同意を確保するための雄弁が無ければ、理性の影響力ははかない

ものに過ぎないであろう。                                     (トマス・ホッブス) 

In all Deliberations, and in all Pleadings, the faculty of solid Reasoning, is necessary: for without 
it, the Resolutions of men are rash, and their Sentences unjust: and yet if there be not powerful 
Eloquence, which procureth attention and Consent, the effect of Reason will belittle. 

                                                              (Thomas Hobbes)  
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Economist, 2026, “Two Japanese Towns Offer Lessons for Shrinking Countries,” October 15. 
Economist, 2026, “China’s Universities Are Rich. But They're Getting Squeezed: Researchers Can’t Escape a Bleak Economy,” October 20. 
Economist, 2026, “AI-powered Personal Assistants Could Reshape the Digital Economy: But They Will First Have to Prove They Are Safe for Users 

and Helpful for Businesses,” October 20. 
Fan, Jingting (樊静霆) et al., 2026, “Export Controls and the Economics of National Security,” NBER Working Paper No. 35898, October. 
Fēngchuánméi/Fengchuanmei (Storm Media/«風傳媒») (王秋燕), 2026, “Tái-Rì Bàndǎotǐ Bùshì Fù Qiǎng Shì Hùbǔ! Wáng Měihuā: Táijīdiàn Tóuzī 

Sony Yìyì Zhòngdà, Cáiliào Gōngyìng Liàn Xiéshǒu Kuòliàng [Taiwan-Japan semiconductor relations are complementary, not competitive! Wang 
Mei-hua: TSMC’s investment in Sony is highly significant, fostering joint capacity expansion across the materials supply chain/台日半導體不
是互搶是互補! 王美花: 台積電投資 Sony 意義重大，材料供應鏈攜手擴量],” October 11. 

Financial Times (Michael Acton), 2026, “The Cheap New AI Model Taking Aim at OpenAI and Anthropic,” September 25. 
Financial Times (Tim Bradshaw), 2026, “Bill Gates Warns AI Could Cause ‘a Billion Deaths,’” September 25. 
Financial Times (Simon Mundy), 2026, “China’s Bigger, Better Batteries: It’s the World’s Fastest-Growing Power Technology — and Beijing Is 

Dominant,” October 1.  
Financial Times (George Hammond and Joe Miller), 2026, Reflection AI Boosts US Ambition to Compete with Chinese ‘Open’ Models,” October 5. 
Financial Times (Arjun Neil Alim et al.), 2026, “Hong Kong Quizzes HSBC over Singapore AI Hub Decision,” October 6. 
Financial Times (Harry Dempsey et al.), 2026, “India’s First Bullet Train Stumbles over Divisions with Partner Japan,” October 6. 
Financial Times (Harry Dempsey and Leo Lewis), 2026, “Japan Declares Cyber Space Emergency as Attacks Soar,” October 9. 
Financial Times (Amy Kazmin), 2026, “Famous Italian Winery Loses 30,000 Bottles Worth €5mn in Heist,” October 9. 
Financial Times (Jancis Robinson), 2026, “Whatever Happened to Big, Boozy Wine?” October 10. 
Financial Times (Rafe Rosner-Uddin), 2026, “Inside the ‘Robot Gyms’ Training Machines for the Real World,” October 10. 
Financial Times (Kana Inagaki et al.), 2026, “EU Hybrid Curbs to Offer Only ‘Temporary’ Respite against Chinese Carmakers,” October 13. 
Financial Times (Joe Leahy and Haohsiang Ko), 2026, “China’s Exports Surge 36% as AI-related Shipments Boom: Imports also Soar as High Oil 

Prices Push Up Bill,” October 14. 
Financial Times (Sun Yu), 2026, “Harvard’s Endowment Returns Surge on Back of AI and SpaceX Investments,” October 15. 
Financial Times (Arjun Neil Alim), 2026, “Accenture Looks to Sell Chinese Operations for Up to $1.5bn,” October 18. 
Financial Times (Michael Peel et al.), 2026, “Japan Leads Mission to Make First Return Trip to Mars,” October 19. 
Financial Times (Alan Beattie), 2026, “The Self-Destructive Wishful Thinking about European Autos and Trade,” October 19. 
Financial Times (William Langley), 2026, “China’s Villages Pay the Price for Beijing’s AI ambitions,” October 20. 
Financial Times (Harry Dempsey et al.), 2026, “Japan ‘Months’ from Running Out of Critical Rare Earth as China Squeezes Supply: Tokyo Asks US 

to Help Convince Beijing to Ease Chokehold on Yttrium and Avert Manufacturing Shutdown,” October 20. 
Financial Times (Harry Dempsey and David Keohane), 2026, “Nidec Founder Shut Down Call for Accounting Probe in 2017, Report Finds,” October 20. 
Financial Times (Edward White and Kana Inagaki), 2026, “China’s Battery Makers Race to Invest Abroad to Avoid Western Barriers,” October 21. 
Forbes (John Werner), 2026, “Will Your Robot Have Legs?” October 7. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Holger Appel), 2026, „Die oberen Dreihundert: Im Auftritt geradezu forsch, strebt auch die achte Generation 

des Lexus ES stoisch gen Ruhepuls. Erstmals gibt es die japanische Oberklasselimousine auch als Vollelektriker“, October 4. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Hendrik Kafsack), 2026, „‚China-Schock‘-Antwort: Berlin will China im Konfliktfall vom EU-Markt 

ausschließen“ October 5. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Benjamin Wagener), 2026, „Porsche setzt auf Verbrenner – und Luxus“, October 7. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Alexander Wulfers), 2026, „Handel mit China: Deutschland ist ganz schön scheinheilig“, October 16. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Daniel Mohr), 2026, „Spielebranche unter Druck: ‚Made in Germany geht einfach nicht mehr‘“, October 16. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ) (Stephan Finsterbusch and Stefan Paravicini), 2026, „Huang zu Merz: ‚Gib Deutschland eine Chance!‘“, 

October 19. 
Ghiretti, Francesca et al., 2026, “Assessing Chinese and U.S. Technology Diffusion Capacity,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, October 5. 
Global Trade and Innovation Policy Alliance (GTIPA) ed., 2026, “Transatlantic Subnational Innovation Competitiveness Index 3.0,” Washington, D.C., 

September 8. 
Goldberg, Pinelopi Koujianou et al., 2026, “How Knowledge Crosses Borders: Evidence from Semiconductor Manufacturing,” NBER Working Paper 

No. 35879, October. 
Graepel, Thore, 2026, “Don’t Be Fooled—LLMs Don’t Reason,” MIT Technology Review, October 2. 
Guāncházhě/Guanchazhe («观察者») (Zhāng Zhìfēng (张志峰)), 2026, “CIIF Guānchá: Rènào Bèihòu, AI Jìn Chǎng Gànhuó Hái Quē Shá? [CIIF 

Observation: Beyond the Hype: What’s Still Missing for AI on the Factory Floor?/CIIF 观察: 热闹背后, AI 进厂干活还缺啥?],” October 13. 
IEEE Spectrum (Evan Ackerman), 2026, “Atlas Robot’s New Hand May Outperform Humanlike Designs Making a Hand That’s Capable, Reliable, 

and Manufacturable Is a Very Hard Problem,” October 1. 
IEEE Spectrum (David Berreby), 2026, “Google DeepMind’s New Resident Philosopher Tackles AI Ethics Henry Shevlin on Human-AI Relations, 

rogue AI, and AI Consciousness,” October 13. 
He, Zhiguo (何治国) et al., 2026, “Industrial Policy via the IPO Market,” NBER Working Paper No. 35889, October. 
Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Rosalind Skillen (罗莎琳德·斯基伦) and Qiáo Héngyì (乔恒译)), 2026, “Yīng 

Méi:“Chángyuǎn Bùjú” Shǐ Zhōngguó Chéngwéi Kēyán Qiángguó [British media: ‘Long-term planning’ has made China a scientific research 
powerhouse/英媒: ‘长远布局’使中国成为科研强国],” October 20. 

International Federation of Robotics (IFR), 2026, “Service Robots - Impact of Robots on Human Life,” Position Paper, Frankfurt am Main, September. 
International Federation of Robotics (IFR), 2026, “World Robotics 2026,” Frankfurt am Main, September 24 and 30. 
James, Harold, 2026, „Zukunft der Industrie: So ein Problem hatte Deutschland schon lange nicht mehr“, Frankfurter Allgemeine Zeitung (FAZ), October 5. 
Kējì Rìbào/Keji Ribao (Science and Technology Daily/«科技日报») (Lóng Yún (龙云)), 2026, “Qiūchéngtóng Shùxué yǔ Réngōng Zhìnéng Shíyànshì 

liánméng zài Qīnghuá Dàxué Chénglì [Yau Mathematical Sciences and Artificial Intelligence Laboratory Alliance Established at Tsinghua 
University/丘成桐数学与人工智能实验室联盟在清华大学成立],” October 12. 

Krishna, Shyam et al., 2026, “AI Ecosystems in the Netherlands and the UK: Life Sciences,” London: RAND Europe, October 8. 
LaTourrette, Tom et al., 2026, “Evaluation of U.S. Policies to Increase Domestic Access to Critical Minerals,” Stanta Monica, CA: RAND Corporation, 

September 29. 
Lardy, Nicholas R., 2026, “Estimating Industrial Policy Subsidies in China,” Policy Brief 26-16, Washington, D.C.: Peterson Institute for International 

Economics (PIIE), October. 
Le Monde, 2026, «La France et l’Allemagne s’accordent sur l’avenir d’une industrie automobile ‹made in Europe›», October 15. 
Lee, Kai-fu (李開復), 2026, AI Native: The Mandate to Transform Your Company, New York: Crown Currency, September.  
Los Angeles Times (Michael Hiltzik), 2026, “No, AI Bots Won’t Extinguish Humanity on Their Own — but You Should Worry about the Humans 

behind Them,” September 30. 
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米国は圧倒的軍事力を行使する。数えきれない外国の指導者達が、アメリカの軍事的

示威行動は賢明でないと、たとえ考えたとしても、米国の強引な意志の強要に際して、

何もできず、また何もしないであろう。米国のタカ派は、次の 2 つの理由で帝国として

そう行動すべきと考えている。第一に、米国は何の咎めも受けずにいられるからであり、

また第二に、軍事力を誇示しなければ、世界政治の中で米国が更なる周辺化するからだ。

…だが、タカ派の解釈は誤りであり、それは米国の没落に繋がる。しかもそれは漸次的

低落から、遥かに急速かつ混乱に満ちた転落への没落なのだ。 
                                          (イマニュエル・ウォーラーステイン) 

The United States wields overwhelming military power, and even though countless foreign 
leaders consider it unwise for Washington to flex its military muscles, these same leaders cannot and 
will not do anything if the United States simply imposes its will on the rest. The hawks believe the 
United States should act as an imperial power for two reasons: First, the United States can get away 
with it. And second, if Washington doesn't exert its force, the United States will become increasingly 
marginalized. . . . But hawk interpretations are wrong and will only contribute to the United States' 
decline, transforming a gradual descent into a much more rapid and turbulent fall. 

                                                          (Immanuel Wallerstein)  
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Ma, Damien (马旸) and Binyi Yang (杨彬怡), 2026, “Who’s Ahead in the Global AI Talent Race?” Singapore: Carnegie China, September 23. 
Matthes, Jürgen, 2026, „Rekord-Handelsbilanzdefizit mit China – Kernbranchen betroffen“, IW-Kurzbericht, Nr. 71, Köln: Institut der deutschen 

Wirtschaft (IW), October 15. 
Mazarr, Michael J. et al. 2026, “The Emerging Digital Battleground: The Critical Factors That Produce Advantage in the U.S.-China Competition for 

Digital Networks,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, October 5. 
McKinsey & Company, 2026, “Technology Trends 2026,” New York, September 15.  
Mercator Institute for China Studies (MERICS), 2026, “China Essentials,” Berlin, October 22. 
MIT Technology Review (Will Douglas Heaven), 2026, “People Really Hate AI, So Why Can’t They Get Enough?” October 5. 
MIT Technology Review (Jamie Condliffe), 2026, “AI Breakthroughs in Robotics Won’t Change Your Life Any Time Soon,” October 8. 
MIT Technology Review (James O'Donnell and Samuel King), 2026, “Roundtables: A Conversation with the Creator of AI-Designed Viruses,” October 16. 
Moore, Pauline et al., 2026, “InfiniteௗPotential—Insights on Artificial Intelligence Loss of Control across Five Scenarios.” Santa Monica, CA: RAND 

Corporation, October 5. 
Morgan Stanley, 2026, “China's Next Industrial Era,” New York, September 25. 
Navarro, Peter, 2026, “China’s Sneak Attack on the Battery American Taxpayers Paid For,” National Interest, October 5. 
New York Times (David McCabe), 2026, “A.I. Is Going Rogue. Who Should Be Held Responsible?” October 1. 
New York Times (Cade Metz), 2026, “A Hacking Competition Shows the Power of China’s Approach to A.I.,” October 1. 
New York Times (Yan Zhuang), 2026, “China’s Push into A.I. Has Led to a Problem: Too Much Usage,” October 2. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2026, “Neurodata Governance: Evidence from Innovators for Public Policy,” 

Science, Technology and Industrial Policy Paper No. 195, Paris, October 6. 
Qian, Zilan (钱子兰), 2026, “China's AI Ecosystem: A Background Explainer,” Oxford: China Policy Lab (OCPL), University of Oxford, September. 
Reuters (Philip Blenkinsop and Andreas Rinke), 2026, “France, Germany Push for EU Rapid-Response Trade Tool with Likely Focus on China,” October 5. 
Reuters (Patrick Wingrove), 2026, “AstraZeneca Strikes $40 Million AI Drug Discovery Deal with Insitro,” October 15. 
Schularick, Moritz, 2026, „Nicht ‚Made in Europe‘, sondern ‚Made with Europe‘ (Forget ‘Made in Europe.’ Think ‘Made with Europe’)“, Kiel: Kiel 

Institut für Weltwirtschaft (IfW Kiel), October 16. 
Scientific American (Adam Rogers), 2026, “Google DeepMind Wants to Build an AI Brain That Can Jump between Robot Bodies,” September 15.  
Siegel, Elisabeth et al., 2026, “Risk Pathways: Understanding Interconnected Risks Arising from US-China Competition,” Oxford: China Policy Lab 

(OCPL), University of Oxford, October. 
Singer, Scott and Pavlo Zvenyhorodskyi, 2026, “Chinese Robots Could Decide the AI Race: How Beijing’s Bet on Hardware Could Leave Washington 

Behind.” Foreign Affairs, October 12. 
South China Morning Post (SCMP) (Chao Kong), 2026, “Leading Chinese Mathematicians Unite behind Use of AI in Research,” October 11. 
South China Morning Post (SCMP) (Sylvia Ma and Mia Nurmamat), 2026, “The China Decoupling Paradox: Why the World still Needs Its 

Manufacturing Machine,” October 16. 
Special Competitiveness Studies Project (SCSP), 2026, “Threats to the AI Frontier,” Arlington, VA, October 15.  
Sultan, Samina and Jürgen Matthes, 2026, „Deutsche Auslandsinvestitionen und die Standortdebatte. Eine empirische Analyse der deutschen 

Direktinvestitionsbestände im Ausland und Auswirkungen auf den deutschen Standort“, IW-Report, Nr. 39, Köln: Institut der deutschen 
Wirtschaft (IW), October . 

Tett, Gillian, 2026, “The Secret Fight Around Financial Flows: Quicker Responses to Trade Challenges Mean Companies Can Free Up Capital,” 
Financial Times, October 16. 

United Kingdom Government, Security Service (MI5), 2026, “MI5 Issues Espionage Alert - CGTRI 中国通用技术研究院,” September 30. 
United States Government, Department of Commerce, National Institute of Standards and Technology (NIST), 2026, “Kicking Off Cybersecurity 

Career Week with NIST!” Gaithersburg, MD, October 14. 
Wall Street Journal (Isabella Simonetti), 2026, “Amazon to Expand Robot-Making Capacity with New, $100-Million Indiana Hub,” September 24. 
Wall Street Journal (Berber Jin and Keach Hagey), 2026, “‘Things Will Never Be Chill Again’: The Doomers Who Shaped the AI Safety Freakout 

[‘再也无法淡定’: 那些掀起 AI 安全恐慌的末日论者们],” September 26. 
Wall Street Journal (Britney Nguyen), 2026, “China Is Playing a Different Game When It Comes to AI [中国在 AI 领域另有一套打法],” September 27. 
Wall Street Journal (Heather Somerville and Andrew Mollica), 2026, “See How the U.S. Is Attacking China’s Control of Critical Minerals [图解美国

正如何削弱中国对关键矿物的控制],” September 27. 
Wall Street Journal (Georgia Wells), 2026, “This Startup Is Using AI to Fight Off a Future AI Pandemic,” September 27. 
Wall Street Journal (Robert McMillan), 2026, “OpenAI Agents Used Aggressive Techniques to Access U.N. Website [OpenAI 的智能体曾使用激进

手段访问联合国网站数据],” September 28. 
Wall Street Journal (Katherine Bindley), 2026, “Now We’re All Starting to Talk like AI Chatbots Too [如今我们也开始像 AI 聊天机器人那样说话

了; WSJ 日本語版: AI ボット風の話し方、人間に広まる],” September 30. 
Wall Street Journal (Keach Hagey et al.), 2026, “OpenAI Fires Researchers for Allegedly Sharing Information with AI Safety Group [OpenAI 解雇

涉嫌泄露机密信息的研究人员],” October 1. 
Wall Street Journal (John West et al.), 2026, “We Used AI to Find Out Just How Much Americans Hate AI [用 AI 分析美国人有多厌恶 AI],” October 1. 
Wall Street Journal (Christopher Mims), 2026, “AI’s ‘Thought’ Process Can No Longer Be Trusted, Raising Risks of Rogue Models [WSJ 日本語版: 

AI「思考」過程は信用できず、暴走リスク高まる],” October 2. 
Wall Street Journal (William Gavin), 2026, “The U.S. Can’t Find Enough of This Critical Machine Component to Win the Humanoid-Robots Race 

[美国想赢得人形机器人竞赛, 但一个关键部件面临供应瓶颈],” October 2 
Wall Street Journal (Tim Higgins), 2026. “The Carmaker Vying with Tesla to Conquer the Robot Future [叫板特斯拉: 现代汽车瞄准机器人新赛

道],” October 3. 
Wall Street Journal (Nicole Nguyen), 2026, “AI Agents Are Offering to Run Your Life. Should You Let Them? [WSJ 日本語版: AI エージェントに

生活管理を任せるべきか]” October 4. 
Wall Street Journal (Bertrand Benoit and Kim Mackrael), 2026, “Germany and France Are Proposing a New Weapon to Counter Flood of Chinese 

Goods [为应对中国商品大量涌入, 德法提议欧洲动用‘新武器’],” October 5. 
Wall Street Journal (Jonathan Cheng), 2026, “In China, Battle Is Raging for the Soul of Tibet [在中国, 藏族民心之争正酣],” October 5. 
Wall Street Journal (Stephen Wilmot), 2026, “How Britain Learned to Love Chinese Cars—Especially a Look-Alike Range Rover [英国人为何迷上

中国车? 尤其是酷似揽胜的杰酷],” October 5. 
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多くの場合、艦隊の示威行動は、軍事的対立を起こさず

に政治的目的を実現する事を可能にさせる。この軍事的

対立の回避は、艦隊の潜在力による圧力、そして軍事作戦

の開始に対する危機感によるものである。従って、海軍は

常に国家の政策の一手段であり、平和時における重要な

外交的な柱であった。 
               (ソ連海軍元帥セルゲイ・ゴルシコフ) 

In many instances, demonstrative actions by the fleet made it possible to achieve political objectives without resorting to armed 
conflict — relying instead on the pressure exerted by the fleet’s latent power and the threat of initiating military operations. Thus, the 
navy has always been an instrument of state policy and an important pillar of diplomacy during peacetime.  

[Демонстративные действия флота во многих случаях давали возможность достичь политических целей, не прибегая к 
вооруженной борьбе, а только оказывая давление своим потенциальным могуществом и угрозой начать военные действия. 
Таким образом, флот всегда был орудием политики государств, важной опорой дипломатии в мирное время.] 

                                        (Sergei Gorshkov, an admiral of the fleet of the Soviet Union; Сергей Горшков)  
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Wall Street Journal (Patricia Kowsmann and Sara Ashley O’Brien), 2026, “Chinese Makers of Fentanyl Ingredients Now Sell Bootleg Peptides to 
Americans [中国芬太尼原料商如今转而向美国人出售‘灰色’多肽],” October 6. 

Wall Street Journal (Katherine Long), 2026, “Los Angeles Couple Found with Mansion Full of Surrogate Children Is Charged with Abuse [跨国代孕
案中的华人夫妇被捕, 被控虐待儿童],” October 6. 

Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “China’s Burned-Out Young Are Finding Something Unexpected in Mao [疲于内卷的中国年轻人在«毛
选»中寻得意外解答],” October 6. 

Wall Street Journal (Peggy Noonan), 2026, “Sam Altman Is No Oppenheimer: Neither a Scholar nor a Scientist, Someone like Him Shouldn’t Be in 
Charge of the Future of Humanity,” October 8. 

Wall Street Journal (Natalie Andrews et al.), 2026, “Vance Says U.S. Will Suspend Microsoft and Other firms from Green Card Program [万斯称美
国将暂停微软等公司参与 H1B 绿卡申请计划],” October 9. 

Wall Street Journal (Georgia Wells and Joseph Pisani), 2026, “Anthropic AI Model Went Rogue, Submitted Fake Unsolved Murder Tip [Anthropic 的
AI 模型失控，提交虚假的未破谋杀案线索],” October 9. 

Wall Street Journal (Natasha Khan), 2026, “How a Western Consumer Giant Is Thriving on China’s Social-Media Shoppers [一家西方消费品巨头
如何靠社交电商在中国破局],” October 10. 

Wall Street Journal (Stephen Wilmot and Ryan Felton), 2026, “Europe’s Biggest Auto Show Is Now Dominated by Chinese Cars [欧洲最大车展如
今由中国汽车唱主角],” October 11. 

Wall Street Journal (Hannah Miao), 2026, “China’s Weakening Economy Is Creating a Lost Generation: Young People Were Taught Hard Work 
Guaranteed a Bright Future. They Feel Burned Out and Betrayed as Good Jobs Become Harder to Get and the Milestones of Adulthood Slip 
Away [中国经济走弱正催生‘失落的一代’],” October 12. 

Wall Street Journal (Bob Tita and Costas Paris), 2026, “From Iowa Steel to Philly Ships, Trump’s Industrial Promises Face Big Tests,” October 12. 
Wall Street Journal (Georgia Wells et al.), 2026, “AI Companies Play Cat-and-Mouse with Secret-Stealing Spies [AI 公司与窃密间谍展开猫鼠较

量],” October 14. 
Wall Street Journal (Brian Spegele and Kim Mackrael), 2026, “With China Facing More Trade Barriers, It Can’t Afford to Lose Europe [面对高筑的

贸易壁垒, 中国难以承受失去欧洲之痛],” October 14. 
Wall Street Journal (Ryan Felton and Stephen Wilmot), 2026, “Chinese Automakers Are Building American-style Cars—just Not for Americans [中

国车企无法进军美国, 却在打造美式车型],” October 14. 
Wall Street Journal (Maxwell Zeff and Abeer Ayyoub), 2026, “The Engineer Accused of Bugging OpenAI’s Top-Secret Conference Room,” October 15. 
Wall Street Journal (Jared Diamond), 2026, “The End of the Los Angeles Dodgers’ Dynasty,” October 16. 
Wall Street Journal (Asa Fitch), 2026, “AI Agents Bring New Headaches to Online Sellers [AI 智能体给电商带来新挑战],” October 16. 
Wall Street Journal (Market Watch) (Jules Rimmer), 2026, “In the Battle for AI Supremacy, China Is Only Six Months behind the U.S — but That 

Means They’re Winning, Says Former Google CEO [谷歌前 CEO: 中国在 AI 竞赛中落后美国半年, 为何这已是胜势],” October 21.  
Wall Street Journal (Robert McMillan), 2026, “AI Just Found a Bug That Puts up to 70% of the World’s Websites at Risk,” October 21. 
Washington Post (Editorial), 2026, “The E.U.’s Regulatory Nightmare in Packaging: Sweeping New Rules Have Ensnared Small Businesses and Led 

Some Companies to Stop Recycling,” October 13. 
Wired.com (Will Knight), 2026, “AI Came for Math. Now It’s Chasing the Rest of Science,” October 14. 
World Intellectual Property Organization (WIPO), 2026, “Global Innovation Index 2026: Powering Entrepreneurs at the Frontier Science,” Geneva, 

September 29. 
Zhōngyāng Tōngxùnshè/Zhongyang Tongxunshe (Central News Agency (CNA)/(中央通訊社)) (張淑伶), 2026, “Xuézhě: Rìběn Yǐ 32-rén Huò 

Nuòbèi'ěr Jiǎng Zhōngguó Què Kōngqián Xuéshù Bù Duān [Scholar: Japan Has Produced 32 Nobel Laureates, While China Faces Unprecedented 
Academic Misconduct/學者: 日本已 32 人獲諾貝爾獎 中國卻空前學術不端],” October 10. 

Event: September 25: (Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “Book Discussion: Messy Jobs: The Work that AI 
Cannot Reach.” 

Event: October 12~16: (Shanghai) Donghao Lansheng Group (DLG) (东浩兰生): “The 26th China International Industry Fair (CIIF 2026) (中国国
际工业博览会 (中国工会)): ‘New Industrialization & Smart Manufacturing Resilience (工业新质, 智造无界).” 

Event: October 12: (an online event, Paris) Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD): “From Automation to Autonomy: The 
Next Frontier in Robotics.” 

Event: October 14: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “How Do We Deal with Chinese 
Overcapacity?” 

Event: October 14: (Washington, D.C.) American Enterprise Institute (AEI): “A Conversation with Jeremy Chang and Benjamin Haas: Securing the 
Autonomous Systems Supply Chain.” 

Event: October 19: (a hybrid event, Stanford, CA) Stanford University, Digital Economy Lab: “Carina Hong: AI That Can Prove It: From Mathematical 
Discovery to Verified Software.” 

Event: October 20: (Washington, D.C.) American Enterprise Institute (AEI): “Toward a New Golden Age of Science: A Conversation with Michael 
Kratsios, Director of the White House Office of Science and Technology Policy.” 

Event: October 19~20: (Berlin) German Federal Government: “Invest in Germany Summit: ‘Investing in Tomorrow Starts Here.’” 
Event: October 21: (Brussels) Bruegel: “AI at Work: Where Should Think Tank Comms Draw the Line?” 
Event: October 27: (a hybrid event, London) Chatham House: “Chasing China: How Should the UK and EU Respond to China’s Competitive Threat?” 

 

3. 編集後記 

米中間選挙後の国際政治環境に不安を感じているのは筆者だけではあるまい。 
中間選挙後のトランプ大統領は、如何なる形で世界中の人々を驚かせるであろうか。誰にも予想出来ないが故に不安が高まっている。前述した

ように連邦議会や財界、また連邦裁判所、更には“主権者として情報収集に努め、或る程度の知識を有する市民(informed citizens)”の行動を期待する。
そして世界全体が連帯感を取り戻し、再び平和と繁栄を次世代に遺してゆくような政治の復活を願っている。 

今、世界の政治経済社会は“見識のある啓蒙された市民(an enlightened citizenry)”の形成を望んでいる。    以上 
(編集責任者) 栗原 潤 
キヤノングローバル戦略研究所  研究主幹 

Jun KURIHARA 
Research Director, Canon Institute for Global Studies 

〒100-6511  東京都千代田区丸の内 1-5-1 新丸の内ビルディング 11 階 Tel: +81-(0)3-6213-0550 (代) Kurihara.Jun@gmail.com 
過去の Cambridge Gazette はネット上で見ることが出来、ダウンロードも出来ます。ネット上でキヤノングローバル戦略研究所のウェブサイトに行き、そこで栗原のコラム・論文

の欄をクリックして頂ければ、バックナンバー全てを見ることが出来ます。  
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Appendix 1/付属資料 1 
 
 
 

Figure 1  The Global Innovation Index (GII) Innovation Leaders, 2021-2026 
図 1  世界所有権機関(WIPO)作成の 

グローバル・イノベーション・インデックスでみた主導的国家 (2021-2026年) 

 
Note: Changes to methodology and variables in data availability may affect year-to-year comparisons of GII rankings. The GII model 

undergoes periodic refinements, which need to be taken into consideration when interpreting longitudinal performance trends.  
Source: World Intellectual Property Organization (WIPO), “Global Innovation Index 2026: Powering Entrepreneurs at the Front of 

Science,” Geneva, September 29, 2026, p. 57. 
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Figure 2  GII: Global Share of PCT Filings, Publications and Venture Capital Deals  
for the Top 10 Innovation Clusters, 2026 

図 2  GIIにおける上位 10ヵ所のクラスターの世界的シェアを 
国際特許出願、発表資料、ベンチャー・キャピタル(VC)の投資案件に関して比較 

 
Among the top 10, Asian clusters lead in patents and publications, while the US and European clusters in venture capital 

—アジアのクラスターは発表資料・特許出願で、米欧は投資案件でリード— 

 
Source: World Intellectual Property Organization (WIPO), “Global Innovation Index 2026: Powering Entrepreneurs at the Front of 

Science,” Geneva, September 29, 2026, p. 85. 
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Appendix 2/付属資料 2 
   

Table 1  The Carrier Paths of Top AI Talent Globally, 2025 (Share by Country, %) 
表 1  トップ AI人材のキャリア・パス (2025年、国別シェア: %) 

Country Undergraduate Graduate School Post Graduate Work 
China 57.4 37.7 40.6 
USA 13.3 31.2 34.2 

Europe 6.4 7.8 6.9 
South Korea 5.7 4.6 4.7 

UK 2.1 3.6 3.0 
Singapore 0.5 2.5 2.5 

Canada 2.0 2.7 2.5 
Australia 0.6 1.3 0.9 

India 4.0 0.4 0.4 
Russia 0.7 0.3 0.2 
Others 7.2 7.9 3.9 

Note: Sample of 10,280 authors accepted at Neural Information Processing Systems (NeurlIPS) 2025, about 40 percent of total authors.  
The samples include authors whose entire career path data were available.  

Source: Ma, Damien and Binyi Yang, “Who’s Ahead in the Global AI Talent Race?” Singapore: Carnegie China, September 23, 2026, p. 3. 
 
 
 
 
 

Table 2  Top AI Talent Global Movements, 2025, Persons 
表 2  トップ AI人材の国際移動 (2025年、人数) 

Country Left Arrived Net 
USA 155 2,300 2,145 

Singapore 31 249 218 
UK 114 210 96 

Canada 122 178 56 
Europe 264 308 44 

Australia 31 65 34 
Russia 54 2 ▲52 

South Korea 135 31 ▲104 
India 370 3 ▲367 
China 1847 118 ▲1,729 
Others 503 162 ▲341 

Note: This looks at net talent and loss by counting the difference between researchers who’ve left their undergraduate country and now stay 
or work in a different country. These numbers are not static and likely change year to year.  

Source: Ma, Damien and Binyi Yang, “Who’s Ahead in the Global AI Talent Race?” Singapore: Carnegie China, September 23, 2026, p. 3. 
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Table 3  Institutions Where the Researchers Work, 2022 vs. 2025 
表 3  トップ AI人材所属研究機関のランキング (2022年及び 2025年) 

Ranking 
Institution 

2025 2022 

1 Peking University (PKU)/ 
北京大学 

Google 

2 
Tsinghua University (THU)/ 

清华大学 
Tsinghua University (THU)/ 

清华大学 

3 
Korea Advanced Institute of Science and Technolgy 

(KAIST)/한국과학기술원 
Massachusetts Institute of Technolgy (MIT) 

4 Shanghai Jiao Tong University (SJTU)/ 
上海交通大学 

Stanford University 

5 Massachusetts Institute of Technolgy (MIT) Carnegie Mellon University (CMU) 

6 Stanford University Microsoft 

7 Google Meta 

8 
University of Science and Technology of China (USTC)/

中国科学技术大学 
Peking University (PKU)/ 

北京大学 

9 
Zhejiang University (ZJU)/ 

浙江大学 
University of California, Berkeley 

10 University of Illinois Urbana-Champaign (UIUC) University of Illinois Urbana-Champaign (UIUC) 

11 University of California, Berkeley Princeton University 

12 Carnegie Mellon University (CMU) 
Shanghai Jiao Tong University (SJTU)/ 

上海交通大学 

13 National University of Singapore (NUS)/ 
新加坡国立大学 

University of California, Los Angeles (UCLA) 

14 
Chinese University of Hong Kong (CUHK)/ 

香港中文大學 
University of Wisconsin-Madison (UW) 

15 
Fudan University/ 
复旦大学 

Korea Advanced Institute of Science and Technolgy 
(KAIST)/한국과학기술원 

16 Nanyang Technology University (NTU)/ 
南洋理工大学 

Eidgenössische Technische Hochschule Zürich 
(ETH Zürich) 

17 Meta 
Huawei Technologies/ 

华为 

18 
Nanjing University (NJU)/ 

南京大学 
Nanjing University (NJU)/ 

南京大学 

19 University of Hong Kong (HKU)/ 
香港大學 

Harvard University 

20 
Seoul National University/ 

서울대학교 
Amazon 

Note: Rankings are based on fractional paper credit rather than a simple author count. Each accepted paper is assigned a total weight of one, 
divided equally among its authors, and each author’s share is credited to the institution where that researcher worked in the relevant 
observation year. 

Source: Ma, Damien and Binyi Yang, “Who’s Ahead in the Global AI Talent Race?” Singapore: Carnegie China, September 23, 2026, p. 5. 
 


